
　　東京市町村総合事務組合の職員の給与等についてお知らせします。

１　総括

（1）人件費の状況（普通会計決算）

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

１　全職員（組合採用職員＋構成市町村等からの派遣職員）

　　　　　　　

２　組合固有職員（組合採用職員）

３　派遣職員（構成市町村等からの派遣職員）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 （1）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和２年４月１日現在）

　　　　一般行政職

（注）１　「平均給料月額」とは、令和2年4月1日現在における職員の基本給の平均である。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべて

　　　　の諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当　　　

　　　　が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

420,146 円

43.2 歳 327,564 円

区 分

17 人元年度

401,252 円

平均給料月額

27 人 105,218千円元年度

435,350 円

39.9 歳

41.8 歳

国

312,160 円

― 408,868 円

396,487 円

区　　分

314,885 円

一人当たり

区 分

区 分
給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

総合事務組合

平均年齢

令和２年度 職員の給与・定員管理等について

平均給与月額
平均給与月額

（国ベース）

給与費 （B/Ａ）

7,489千円

409,877 円

一人当たり

給与費 （B/Ａ）

46.8 歳

125,796千円

322,063 円

333,852 円

計 (Ｂ)

34,101千円

458,091 円

69,211千円 22,484千円

416,247 円

50,199千円 202,197千円

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

職員手当 期末・勤勉手当

46,780千円

計 (Ｂ)

計 (Ｂ)

457,097 円

44 人

職員数 (Ａ)
一人当たり

給与費 （B/Ａ）

7,400千円

7,454千円

43.2 歳

東京都

組合固有職員

派遣職員

327,994千円元年度

　　　２　職員数は４月１日現在の人数である。

職員数 (Ａ)
給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

区 分

69,264千円 84,300千円

職員数 (Ａ)

歳出額 (Ａ)

元年度 580,399千円 59.6%973,892千円

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

給　 料

174,430千円

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

人件費（B） 人件費率（B/A） （参考）30年度の人件費率

66.5%

実質収支

12,046千円
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（2）職員の初任給の状況（令和2年4月1日現在）

（3）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和2年4月1日現在）

（注） 本表では、組合固有職員のみを掲載している。

３　一般行政職の級別職員数等の状況

（1）一般行政職の級別職員数の状況（令和2年4月1日現在）

（注）１　当組合の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（注）平成２７年に６級制から５級制に変更している。（旧４級と３級を統合）　

（注）１年前及び５年前の構成比は、現在の区分に当てはめて算出した。

（2）昇給への勤務成績の反映状況

　

最高号給の
給料月額

大　学　卒 183,700 円
一般職

区　　　　分

一般行政職

145,600 円 145,600 円高　校　卒

183,700 円

〇

〇

係員

大　学　卒
一般行政職

イ　人事評価を実施した

主任

１　級

総合事務組合区　　　　　分 東京都 国

令和2年４月2日から令和3年４月１日
までにおける運用

総合事務組合

３　級
課長補佐、講師、副主幹、係長、
主査

標準に加え、上位及び下位の区分も適用

標準に加え、上位の区分も適用

標準に加え、下位の区分も適用

標準の区分のみ適用

ロ　人事評価を実施していない

２　級

〇

〇

１号給の
給料月額

〇

経験年数25年

該当なし

該当なし 該当なし

職員数

総合職

182,200円

150,600円

186,700円

経験年数30年

該当なし該当なし

経験年数20年

該当なし

該当なし 該当なし高　校　卒

経験年数10年

区　　分

５　級

４　級

標準的な職務内容

事務局長

課長、統括講師、特別講師、主幹、
次長、所長、参事

派遣職員  計  

0 人

8 人

7 人

0 人

16 人

10 人

固有職員  

11 人

4 人

0 人

8 人

3 人

9 人

5 人 9 人

2 人

構成比

0.0%

34.8%

21.7%

23.9%

19.6%

433,500円

284,000円

224,800円

199,100円

141,300円

540,300円

488,100円

415,100円

362,500円

324,300円

管理職員 一般職員 特定管理職員 一般職員

〇

〇 〇

国

１級 19.6% １級 25.0% １級 19.1%

２級 23.9% ２級 15.9% ２級 25.5%

３級 21.7% ３級 25.0% ３級 23.4%

４級 34.8% ４級 31.8% ４級 29.8%

５級 0.0% ５級 2.3% ５級 2.1%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%

令和2年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４　職員の手当の状況

（1）期末手当・勤勉手当

【元年度支給割合】 【元年度支給割合】 【元年度支給割合】

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

〇勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

（2）退職手当（令和2年4月1日現在）

【支給率】　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年 月分 月分 月分 月分 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 月分 月分 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 月分 月分 月分 月分

最高限度額 月分 月分 月分 月分 月分 月分

その他の加算措置

千円 千円

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額である。

（3）地域手当（令和2年4月1日現在）

支給対象地域

30.50

(0.90)

43.00

15 ％

661千円

定年前早期退職特別措置
（２％～20％加算）

定年前早期退職特別措置
（２％～20％加算）

2.60

23.00

44 人

43.00

支給職員１人当たり平均支給年額（元年度決算）

001人当たり平均支給額

30.50

43.00

1.90

期末手当

(0.90)

勤勉手当

1.85

国

―

1,892千円

職制上の段階、職務の級等による
加算措置

43.00

総合事務組合

１人当たり平均支給額（元年度）

勤勉手当

2.05

期末手当

1,916千円

2.80

支給対象職員数（元年度）

29,061千円

30.50

43.00

23.00

43.00

30.50

１人当たり平均支給額（元年度）

39.7575

23.00

 勧奨・定年

2.60

15%

支給実績（元年度決算）

支給率 国の制度（支給率）

43.00

全域

区分 東京都

〇

総合事務組合

47.709

 勧奨・定年

標準に加え、上位の成績率も適用 〇

47.709

24.586875

43.00

　自己都合

23.00

47.709

定年前早期退職特別措置
（２％～45％加算）

28.0395 33.27075

職制上の段階、職務の級等によ
る加算措置

19.6695

(1.00)

〇

　自己都合

職制上の段階、職務の級等によ
る加算措置

(1.45)(1.45)

標準に加え、下位の成績率も適用

国

　自己都合  勧奨・定年

(1.55)

勤勉手当 期末手当

東京都

令和2年度中における運用
総合事務組合 国

イ　人事評価を実施した

〇

管理職員 一般職員 特定管理職員 一般職員

〇

標準に加え、上位及び下位の成績率も適用

〇 〇

〇

ロ　人事評価を実施していない

標準の成績率のみ適用
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（４）特殊勤務手当（令和2年4月1日現在）

千円

　円

　％

（5）時間外勤務手当

支給実績（元年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（元年度決算）

支給実績（30年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（30年度決算）

（6）その他の手当（令和2年4月1日現在）

161,841 円

―

主な支給対象業務

内容及び支給単価
国の制
度との
異同

異

異管理職手当

満34歳に達する日以後の最初の
３月31日までの間にある職員で、
借家・借間に居住する世帯主等
支給額　月額15,000円

通勤のために交通機関等の利
用、運賃等の負担を常例とするも
の。
公共交通機関利用者は、鉄道に
ついては6ヶ月定期代を、バスに
ついてはバスカード換算で6ヶ月
分を一括支給
交通用具利用者（片道2ｋｍ以
上）は通勤距離に応じて支給

事務局長　   121,700円
次長,参事    106,500円
課長,主幹      80,000円

異

支給職員１人当たり平均支給年額（元年度決算）

支給実績（元年度決算）

扶養手当

住居手当

11,257千円

通勤手当

手 当 名

該当なし

主な支給対象職員

0

職員全体に占める手当支給職員の割合（元年度）

7,121千円

なし手当の種類（手当数）

手当の名称

―

―

交通用具使用者の支給
額
1か月ごとに支給
2,000～31,600円

3,138千円

（元年度決算）

配偶者　6,500円
子 10,000円 (16～22
歳　の子は　5,000円
加算)
父母等　6,500円

196,125 円

異

6,092千円

―

1,078,160 円
官職区分
により定額

支給実績国の制度と
異なる内容

支給職員１人当たり

16,172千円

平均支給年額

（元年度決算）

167,143 円支給限度額　28,000円 1,170千円

450千円

―

左記職員に対する支給単価

配偶者　6,000円
（４級職　3,000円）
子　9,000円
16歳から22歳までの子に対する
手当加算額　4,000円

上記以外　6,000円
（４級職　3,000円）

234千円

4



５　特別職の報酬等の状況（令和2年4月1日現在）

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝48月）勤めた場合に

　　　　おける退職手当の見込額である。                                 

６　職員数の状況

（1）部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[    ]内は、条例定数の合計である。

（2）年齢別職員構成の状況（令和2年4月1日現在）

（３）職員数の推移

（△2.1%）

過去５年間の
増減数（率）

（△2.1%）

（△2.1%）

60歳

△ 1

△ 1

△ 1

46

44 44 42 44 46

2年30年 元年

総合計

47 44 46

47 44 44 42 44

47

一般行政

普通会計計

公営企業等会計計

44 42 44

0 人

48歳24歳

[ 60 人 ］

28歳 32歳 36歳 44歳

0 人

0 人

　　　　　　　　　　　　年度

部門別

副 管 理 者

2

2

普通会計
部門

27年 28年 29年

管 理 者

給　　　　料　　　　月　　　　額　　　　等

議 長

15,000 円

区　　分

報
酬

議 員

職 員 数

2

0 人

[ 0 人 ］

対前年
増減数

0 人

46 人4 人 2 人 5 人

計

主 な 増 減 理 由

52歳 56歳

研修派遣職員が２名減員し、固有職員（再任用）が4
名増員したため。

以上

一般行
政部門

46 人

期
末
手
当

元

12,000 円

2

46 人44 人

副 議 長

議 員

小　計

その他

合　　計

20歳 - -

35歳

--

31歳23歳 27歳 39歳 55歳

- -- -

59歳

[ 60人 ］

44 人

40歳

5 人 5 人

小　計

9 人

-

43歳 47歳 51歳

6 人 2 人

不支給

議 長

　 【支給時期】

-20歳

46 人

区　分
未満

職員数 6 人0 人 0 人 2 人

管 理 者

公営企業
等会計部

門

総務企画

44 人

0 人

管 理 者

　　　　　　　　　　　　　　区　　分
　部　　門

退
職
手
当

18,000 円

【１期の手当額】

不支給

副 管 理 者

15,000 円
13,000 円

副 管 理 者

　【算定方式】

不支給

副 議 長

0

5

10

15

20

25

構成比

５年前の構成比

%

5


